
１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

平成１３年５月１日以後（　平成　１８　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

議会中継では専用固定機器を設置し動画配信を実施しているが、開催場
所・時期が異なり、その都度機器を設置する本事業との統合は不可能であ
る。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
・より視聴者に理解されるよう、ライブ中継に合わせた記者会見資料データの掲載について記者クラブと調整する。
・会見議事録について、議題ごとに小見出しを付すなど視聴者が読みやすくなるよう工夫して継続する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

21年度実績
ライブ配信　３８０８件（1回当たり平均２２４件）、録画視聴　８６７１件

左記として判断した根拠

会見ごとの機器設置や録画、インターネットサーバーの確保など専門性が高
い本業務は民間委託が妥当である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市長の記者会見について広く市民などの視聴に供するため、インターネットによるライブ中継を行うとともに、過去の会見分についても
受託業者のサーバに保存し、常時配信している。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

定例記者会見インターネット動画配信委託料

048-829-1017責任者 問い合わせ先岡田　博之

コード 03023001 － 0001
定例記者会見インターネット動画配信委託料

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市長公室　広報監付

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

本事業の実施により、リアルタイムでの視聴が可能となり、また過去分につい
ては何時でも視聴ができることとなるため。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

主催者である市が実施すべき事業であるため。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他では横浜市のみ実施済

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市長・副市長を直接サポートするため
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容 他課との調整を図り、よりよい市政運営を遂行できるよう改善していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

すべて秘書課職員で随行業務等を行なっており、他市と比較しほぼ同じであ
る

左記として判断した根拠

守秘義務に係る案件を取り扱うため

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市長・副市長のトップマネジメントをサポートし、随行業務及びスケジュール管理等を効率的に行なうとともに意思表明に適切な判断
材料となる情報を管理する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

秘書事務事業

829-1010責任者 問い合わせ先山崎　正弘

コード 03023001 － 0002
秘書事務事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市長公室秘書課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

面会者の調整を含め、市政運営上市長等スケジュール管理は必須のため

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市長・副市長のスケジュール管理・随行のため

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他市で同一程度の事業を実施しているため

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

表彰式事業を当課職員で行なうことによりコスト削減

左記として判断した根拠

表彰式事業を当課職員で行なうことによりコスト削減

　事務改善

関東指定都市での同一の実施事業があるため

条例・規則等に基づき、市政の伸展に尽力いただいた方に対して表彰を行なう。

功績を讃えるため

左記として判断した根拠

市に対して功労があるため

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　平成１６年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

829-1010責任者 問い合わせ先山崎　正弘所管部署 市長公室秘書課

秘書事務事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

表彰式事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 03023001 － 0003

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

広く市政に尽力いただいた方に対する表彰制度であるため
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 開催時間を変更するなどの工夫により、コスト削減に努めつつ、一定の格式を保ちながら実施していく。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市長をはじめとした市のトップマネジメントを担う職員自らが、施策や魅力を
PRして、市のイメージの向上に努めるものである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

ＰＲ名刺は、横浜市が係長級以上に市のスローガンが入ったもの、相模原市
が、政令指定都市PRステッカー入りのものを作成している。

有効性

根拠

市民にＰＲ名刺を配布することにより、さいたまシティ・アイデンティティの創出
の一助となるとともに、市のイメージの向上となる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

ＰＲ名刺は、個人を認識するという通常の名刺の用途に加えて、市の施策や
魅力を積極的にＰＲするためのものとして、作成するものである。

メルクマール

所管部署 市長公室広報課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

さいたまシティ・アイデンティティ創出事業

048-829-1036責任者 問い合わせ先大内　美幸

コード 03440302 － 001
PR名刺作成事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

さいたま市の施策や魅力を積極的にPRするためのツールとして市長、副市長、局長、区長等の名刺を作成するもの。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
PR名刺は、年度当初に市長等に一定枚数を配付し、各人が使いきった時点でその都度増刷しているが、これを定期化することによっ
て、１枚当たりの印刷単価を抑制するとともに、２つ折りとしている仕様を見直して、コスト削減する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

年間約２万人に市長等が名刺を直接手渡し、施策や魅力をPRすることは相
手の心に残り、手元に残ったPR名刺を見ることにより、再度さいたま市のイ
メージを印象づける効果がある。

左記として判断した根拠

ＰＲキャラクター「ヌｳ」を使用したデザイン作成を民間委託するとともに、名刺
印刷を外注している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

大宮盆栽美術館オープンに当たり、市長用のＰＲ名刺を作成しているが、時
限的なものである。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　１９　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
本プランには、①効率的・効果的に情報発信を行うための取組方針、②都市イメージの形成に向けての全庁的な事業展開について示
すことを予定しているが、これらを本年度策定する「（仮称）広報（情報提供）マスタープラン」の構成要素として取り込むこととし、プランの
策定事業を一本化する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

本年度策定する「（仮称）広報（情報提供）マスタープラン」に、情報発信を行
うための取組方針や都市イメージ形成に向けての事業展開を盛り込むことが
可能である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03440302 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市長公室広報課

さいたまシティ・アイデンティティ創出事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

（仮称）都市イメージ戦略プラン策定事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１０３６責任者 問い合わせ先大内　美幸

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　２１　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

さいたま市のイメージアップは、将来的に人口の増加や企業立地が見込ま
れ、税収が増える等の効果がある。

左記として判断した根拠

さいたま市の都市イメージの形成とシティ・アイデンティティの創出は、職員の
意識共有や情報発信力のスキルアップが必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ウ

プランの策定により、効率的・効果的な情報発信と都市イメージの形成に向け
ての全庁的な事業展開が図られ、都市イメージの向上、交流人口の増大、企
業誘致の促進につながる。

左記として判断した根拠

シティ・アイデンティティ創出事業のうち、「（仮称）都市イメージ戦略プラン」の
基本理念や職員の行動宣言の策定補助業務を、他の自治体や企業の広報
戦略の取組みに精通した事業者に民間委託している。

　事務改善

千葉市、川崎市はシティセールス戦略プラン、相模原市はシティセールス推
進指針を策定し、市内外に都市イメージを発信している。

さいたま市の魅力ある多彩な地域資源や、特色のある事業・施策などを統一的・効果的に情報発信し、良好な都市イメージの確立を
図るために、（仮称）都市イメージ戦略プランを策定するもの。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市の情報発信・イメージアップや市の行政情報の提供に関する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

千葉市、川崎市はシティセールス戦略プラン、相模原市はシティセールス推
進指針を策定し、市内外に都市イメージを発信している。横浜市は「横浜市
の積極的な情報の公表と提供に関する要綱」を策定している。

有効性

根拠

①効率的・効果的な情報発信、②市のイメージアップ、③市民が求める行政
情報を市民に分かりやすく提供できる仕組みの構築により、市政運営の透明
化を図るものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 市長公室広報課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

広報事業

048-829-1036責任者 問い合わせ先大内　美幸

コード 03121002 － 001
（仮称）広報（情報提供）マスタープラン策定事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

「しあわせ倍増プラン２００９」に基づき、①広報・広聴・報道における市の戦略的な取組、②市のイメージアップにつながる情報発信、
③市政運営の透明化・意思決定過程の公開など、積極的な行政情報の「見える化」を推進するため、「（仮称）広報（情報提供）マス
タープラン」を策定するもの。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
本年度中にプランを策定するものであるが、「（仮称）都市イメージ戦略プラン」において示す予定としている①効率的・効果的に情報発
信を行うための取組方針、②都市イメージの形成に向けての全庁的な事業展開を、本プランの構成要素として取り込むこととし、プラン策
定事業を一本化する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

プランの策定により、効率的・効果的な情報発信と都市イメージの形成にむ
向けての全庁的な事業展開が図られ、都市イメージの向上、交流人口の増
大、企業誘致の促進につながる。

左記として判断した根拠

プラン策定支援業務を他の自治体や企業の広報戦略の取組みに精通した
事業者に民間委託する予定である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

(仮称）都市イメージ戦略プラン策定事業と取組内容が一部重複するため、プ
ラン策定事業を一本化する。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　２２　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ウ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
市政に関する必要な事項を市民に周知するうえで極めて重要な媒体であることから、今年度策定する「（仮称）広報（情報提供）マスター
プラン」の策定作業を進める中で、より読みやすく、親しみやすい広報紙のあり方などを検討し、実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の部署においても独自の広報紙を作成しているが、市政全般に渡る記事
を掲載しているのは市報のみである。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03121001 － 002

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市広告掲載要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市長公室　広報課

広報事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

広報紙発行・配布業務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1036責任者 問い合わせ先大内 美幸

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

行政に対する透明性が求められる今、今まで以上に市政に関する必要な事
項を市民に周知し、市政に対する市民の理解と協力を得る事は重要である。

左記として判断した根拠

市政に関する情報を制作し、滞りなく市民へ配布することは、市の責務にお
いて実施すべきである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

市民意識調査においても、市の情報を得る手段として常にトップであり、コスト
も低く抑えていることことから、費用に見合った効果がある。

左記として判断した根拠

広報紙の作成にあたり、専門的な技術を要するところは委託している。配布
においても委託により一定の配布期間内での全戸配布、公共施設等への配
布をしている。

　事務改善

千葉市は、月２回発行、新聞折り込み。
川崎市は、月２回発行、自治会配布と新聞折込。
横浜市は、月１回発行、自治会配布とポスティングの併用。

本市の行政に関する必要な事項を市民に周知するため、市報を発行・配布するもの。視覚障害のある方を対象として点字版とテープ
版も作成している。また、情報の保存、市民への情報提供を目的に年鑑版を作成している。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）

7



１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市政情報など市の情報を中心に発信している。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

提供するサービスとしては同程度であるが、アクセス数でみると、川崎・千葉
市を大きく上回り、横浜市に近い数値となっている（平成20年度）。

有効性

根拠

市政情報を周知するために重要な媒体となっているホームページを管理し、
また市民にとって一層見やすく、利用しやすいようにする必要がある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 市長公室広報課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市広告掲載要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

広報事業

048-829-1036責任者 問い合わせ先大内 美幸

コード 03121001 － 003
市ホームページ運営管理業務

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市のホームページについて、デザインの見直しや障害対応、ジャンルの整理、コンテンツのトピックスへの掲出、各課ホームページ担
当者へのホームページ作成研修など

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
市政情報をタイムリーに周知するために重要な媒体であることから、今年度策定する「（仮称）広報（情報提供）マスタープラン」の策定作
業を進める中で、今後のあり方を検討し、実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

川崎・千葉市を大きく上回るアクセス数がある。

左記として判断した根拠

保守管理業務を部分的に委託している

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他の所管が管轄する各ホームページのうち、アクセス数の低いものなどは、
市ホームページ内に統合することが望ましい。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
市政情報などを希望する市民等に対して積極的にお知らせする媒体であることから、今年度策定する「（仮称）広報（情報提供）マスター
プラン」の策定作業を進める中で、今後のあり方や登録者を増やす方策を検討し、実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

同様の方法により市政情報などをお知らせしているものはない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03121001 － 004

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市長公室広報課

広報事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

メールマガジン配信業務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1036責任者 問い合わせ先大内 美幸

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　18年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

高度にネット化した現代社会では、電子メールにより希望する市民等に市政
情報などをお知らせすることが重要である。

左記として判断した根拠

市の実施する事業を紹介するものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

市内外を問わず希望する方に市政情報などをお知らせすることができる重要
な媒体であるが、登録者が伸び悩んでいる状況である。

左記として判断した根拠

民間に委託することでコストの削減につながらないため。

　事務改善

関東指定都市においても実施している。横浜市や川崎市では、事業別・地域
別の数十種類にわたるメールマガジンを配信している。

市政やイベントなどの情報を紹介するメールマガジンを、登録者に対して毎月2回（第2・4木曜日）配信しています。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市政情報等を提供していることから、市で実施すべきものである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

横浜市は毎週30分の番組の外、独自の広報番組を持っている区もある。川
崎市も毎週２０分の広報番組を放映し、千葉市も毎月１回２０分の番組を放映
している。なお、いずれも映像配信をホームページ上で行っている。

有効性

根拠

市政情報などを分かりやすく伝えるため必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 市長公室広報課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

広報事業

048-829-1036責任者 問い合わせ先大内 美幸

コード 03121001 － 005
テレビ広報番組作成業務

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

「きらめきいっぱい　さいたま市」は市の施策、行事、施設紹介等を15分番組として制作し、第１・３日曜日に放映、第２・４日曜日に再
放送をしている。また、インターネットによる映像配信を行っている。さらに、毎週木曜日（第5週目を除く）にテレビ埼玉の「ごごたま」に
おいて、さいたま市インフォメーションコーナーを設け、市のイベントなどをＰＲしている。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
映像を通して本市の魅力を市内外に伝えることができる媒体であることから、今年度策定する「（仮称）広報（情報提供）マスタープラン」
の策定作業を進める中で、今後のあり方を検討し、実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

テレビ埼玉で放映のため、市民だけでなく県内全域に本市の魅力を伝えられ
るとともに、市のホームページで映像配信をすることにより、全国に本市の情
報を発信できる。

左記として判断した根拠

本事業は特殊な技術などを要することから、委託により実施している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市議会の広報番組があるが、議会のみの内容のため、市の広報番組として
幅広い内容を紹介している本番組とは内容が合わない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（浦和、大宮、与野　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
市外に向けた情報伝達効果が大きいことから、今年度策定する「（仮称）広報（情報提供）マスタープラン」の策定作業を進める中で、今
後のあり方を検討し、実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市のイメージを伝えるラジオ広報は他にない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03121001 － 006

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市長公室広報課

広報事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

FMラジオ広報業務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1036責任者 問い合わせ先大内 美幸

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

本市の魅力を広く周知することで、他市町村の方にも本市への興味、関心を
喚起し、もって地域の活性化を図るものである。

左記として判断した根拠

市の紹介・ＰＲであることから、市が実施すべきものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ オ

ＮＡＣＫ５は関東地方のほぼ全域をカバーしているため、多くの方が聴取でき
る。

左記として判断した根拠

特殊な技術等を要することから、委託で実施している。

　事務改善

横浜市：毎週1回15分番組・30分番組、外国人向け番組　川崎市：毎週1回
20分番組・15分番組、毎日市政情報番組・外国人向け番組を放送　千葉市：
毎週1回約1時間番組　相模原市：毎週1回13分間番組など

不特定多数の人への情報伝達手段であるラジオ（ＦＭ　ＮＡＣＫ５）を活用することにより、市内外に向けて本市を紹介・ＰＲする。今年
度は月曜日から金曜日までの毎日１回、１０秒間のさいたま市イメージＣＭを放映。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

本市のPRのため、市が実施すべきである。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

各市とも、より広く市をPRするため、通常のテレビ広報番組の他に、特別番組
を作成している。

有効性

根拠

本市の魅力を広く周知することで、他市町村の方にも本市への興味、関心を
喚起し、もって地域の活性化を図るものである。また、情報の保存という観点
からも必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 市長公室広報課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

広報事業

048-829-1036責任者 問い合わせ先大内 美幸

コード 03121001 － 007
PRビデオ制作及び新春特別番組制作放映業務

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市民へ魅力あるまちを広くＰＲすると共に、他の市町村の方にも住んでみたいまちと感じるような情報発信を行うために、毎年テーマを
設け、映像を媒体とした広報番組を制作・放映する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
本市の魅力を広くＰＲするだけでなく、情報の保存という観点からも必要であることから、今年度策定する「（仮称）広報（情報提供）マス
タープラン」の策定作業を進める中で、今後のあり方を検討し、実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

PRビデオはテレビ放映のほか、市ホームページからも閲覧できるようにしてい
る。また、各区役所のプラズマテレビで放映できるようにＤＶＤを作成してい
る。

左記として判断した根拠

本事業は特殊な技術などが要することから、委託により実施している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

通常のテレビ広報番組は、市が行っている施策や名所、イベント等をタイム
リーに紹介しているが、本事業はその年のトピックスを中心に、より広い視点
で市の魅力を伝えることができる。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　16　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容
区役所を訪れる多くの人に情報を提供することができる媒体であることから、市民の方が本市への興味・関心を喚起できる情報の提供に
努めながら実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

区役所を訪れる市民の方に対して、市政に関するお知らせなどを提供するも
のはプラズマテレビだけである。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03121001 － 008

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市長公室広報課

広報事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

プラズマテレビ広報業務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1036責任者 問い合わせ先大内 美幸

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　１５　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

市からのお知らせを、区役所を訪れる多くの人に知らせることができる。

左記として判断した根拠

情報内容が市からのお知らせである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

区役所を訪れる多くの人が目にすることができる。

左記として判断した根拠

機器の保守管理は委託しているが、原稿制作を委託するとコストが増大す
る。

　事務改善

関東指定都市においても同様に実施している。

区役所を訪れる市民の方に対して、各区に設置してあるプラズマテレビを活用して市政に関するお知らせなどを提供する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

区役所や公共施設などの利用案内である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

千葉市・横浜市ではガイドマップを、川崎市ではガイドブックを作成していな
い。

有効性

根拠

区役所や公共施設などを知ることができるため、転入してきた世帯にとって有
用である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 市長公室広報課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

さいたま市広告掲載要綱

根拠法令

実施方法

妥当性

広報事業

048-829-1036責任者 問い合わせ先大内美幸

コード 03121001 － 009
ガイドブック・ガイドマップ作成業務

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

転入者に対して区役所や公共施設などの利用案内として、ガイドブック・ガイドマップを作成する。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容
転入世帯にとって有効な情報入手手段であることから、今後とも見やすさ・使いやすさを大切にしながら実施する。また、広告料の増加
方策について検討する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

市民にとって区役所や公共施設などを確認できる手段が転入と同時に得ら
れることは大変有益なことである。また、一過性のものではなく、保管すること
でいつでも使用できるものである。

左記として判断した根拠

市では修正箇所の洗い出し、印刷物の校正を行い、データの修正及び印
刷・配送業務は委託している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

ガイドマップの類似事業として各区のガイドマップがあるが、市域全体を把握
することはできないものであり、統合は不可能と考える。また、ガイドブックは
他の所管では作成していない。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　１９　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 対外的に本市をＰＲ・紹介するものであり、今後とも必要部数を精査し、実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

特定の分野に限らず、市を対外的に紹介する冊子は他にない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03121001 － 010

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市長公室　広報課

広報事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

市勢要覧作成業務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

０４８－８２９－１０３６責任者 問い合わせ先大内美幸

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

直接市民に配布するものではないが、市を対外的に紹介・ＰＲする際に必要
である。

左記として判断した根拠

市を対外的に紹介・ＰＲする。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

配布対象が市外の団体等に限られるが、市を対外的に紹介・ＰＲするうえで
一定の効果はある。

左記として判断した根拠

専門的な技術を要することから、委託をしている。

　事務改善

関東指定都市においても同様に作成している。

大規模な会議などで本市をＰＲするため、市の成立過程、各区の案内、総合振興計画の内容紹介などをビジュアル的に紹介する冊
子を作成する。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市のＰＲは広報活動の一環である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東指定都市においても同様の事業を実施している。

有効性

根拠

市外にも情報発信する手段として効果が見込め、市のPR・都市イメージの向
上につながり、ひいては市民にも有効と考える。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 市長公室　広報課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

広報事業

048-829-1036責任者 問い合わせ先大内美幸

コード 03121001 － 011
市政広告掲載業務

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

さいたま市をＰＲする手段として、主に不特定多数の目にふれる新聞等に特集記事やキャンペーン広告などの掲載を行う。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 市外にも情報発信する手段として有効であることから、広告対象や広告枠など今後のあり方を検討し、実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

新聞等に掲載することで、市内外において不特定多数の目にふれる機会を
提供している。

左記として判断した根拠

事務の省力化を図るため、見開き広告ではレイアウト等を委託している。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

広告掲載はタイミングが極めて重要であり、各所管による効果的な執行が適
当である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

見直し内容 業務の円滑な遂行を図るうえで必要なものであり、今後とも必要性を精査のうえ実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

他課では、それぞれの所管分野のみの写真撮影をしている。また、業務に
よって必要となる物品が異なること、求められる知識等が異なるため統合は不
可能と考える。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

コード 03121001 － 012

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市長公室　広報課

広報事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

広報事業運営業務

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

048-829-1036責任者 問い合わせ先大内美幸

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

事業開始年度

事業概要

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

業務上必要な研修は、公費で負担すべきである。
　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

業務の円滑な遂行上で重要であり、ひいては市民に必要である。

左記として判断した根拠

業務の円滑な遂行を図るうえで必要なものである。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

⇒ ク

研修等により習得した知識や技能を活用して業務を遂行している。

左記として判断した根拠

委託することでコストが上がる。業務の性格上委託はできない。

　事務改善

関東指定都市においても同様の業務を実施している。

広報事業を遂行するために必要な写真撮影や物品を購入するほか、職員が業務上必要とする知識や技術の習得を図る。

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

ソニックシティを含め市内の施設において、音楽に関する様々な催し物が実
施されている。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

関東政令都市で実施はしていない。

有効性

根拠

身近に良質な音楽を楽しむ機会、参加する機会を持つことができる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

メルクマール

所管部署 市長公室　広報課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

ＮＨＫ大型公開番組等開催事業

048-829-1036責任者 問い合わせ先大内美幸

コード 03123001 － 001
ＮＨＫ大型公開番組等開催事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　市、ＮＨＫさいたま放送局、埼玉県産業文化センターの共催により、ソニックシティを会場としてＮＨＫ大型公開番組、ＮＨＫ全国音楽
コンクール埼玉県大会・関東甲信越大会を実施することにより、地域の文化振興・住民福祉の向上を図るとともに、ＮＨＫの放送を通じ
て、さいたま市を全国に向けてＰＲする。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・特定財源

見直し内容 他共催者と今後の費用負担や運営方法などについて検討し、実施する。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

身近に音楽と触れる機会を提供できるだけでなく、本市をＰＲする効果もあ
る。

左記として判断した根拠

三者による共催事業であり、委託は困難である。

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

ＮＨＫの事業であることから、他事業との統合は不可能。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日以後（　　　　　　　　年度）平成１３年５月１日前（旧市（　大宮市　　　　　　）・　　　平成５年度）

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

ク

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（平成１４年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　他に制度化して実施しているものはない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
　市長への提案制度「わたしの提案」事業は、市政への市民参加意識の促進を図り、市民に開かれた市政を推進していくものであるた
め、今年度策定する「（仮称）広報（情報提供）マスタープラン」の策定作業を進める中で今後のあり方を検討し、事業を実施します。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

　市民から年間１，４６２件（平成２１年度）の市政に対する意見が提出されて
いることから、市民にとって必要とされている事業であり、意見については各
担当課において市政への反映に努めている。

左記として判断した根拠

　市政に対する意見を寄せていただき、市政への反映を検討していく事業で
あることから、職員が自ら行う事業である。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

　市政への市民参加意識の促進を図り、市民に開かれた市政を推進していくことを目的に、市・区役所、その他の公共施設等に設置
した専用封筒、ＦＡＸ、電子メールにより市民等から市政に対する建設的な提案を寄せていただく制度。受け付けた提案等の全てを市
長が確認し、原則市長署名入り文書にて回答すると共に、各担当課において市政への反映に努めています。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

広聴事業

048-829-1930責任者 問い合わせ先大石　寿生

コード 031220 － 001
市長への提案制度「わたしの提案」

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市長公室　広聴課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

　市民の声を聴き、その声を迅速に市政に反映していくことで、市民に開かれ
た市政を推進していくためには、市民が市政に対する意見を提出することが
できる制度は必要である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

　市民から市政に対する意見を寄せていただき、市政に反映していくことか
ら、市が自ら実施するべき事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

　関東指定都市において同レベルの事業を実施している。提出方法につい
ても公共施設に設置した専用封筒、FAX、ホームページなど同様のサービス
水準である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ア

　公共施設の管理・運営について市民の意見が反映できる事業である。

左記として判断した根拠

　市民の参加により公共施設を巡り、管理・運営のための意見をもらう事業で
あり、バスについては民間バスの借り上げを行っているが、随行員は直接市
民と接しながら、アンケート調査だけでなく、職員が意見を直接聞くことが大
切であることから、市職員が実施する事業である。

　事務改善

　関東指定都市においては、横浜市では平成１５年度末廃止、川崎市では未
実施、千葉市では平成１６年度末廃止、相模原市では平成２０年度末廃止さ
れている。

　施設広聴事業として、公募による参加者に市内公共施設を見学してもらい、施設に対するアンケート調査を行うことで、今後の施設
の管理運営に活かしていくものです。

　市民の声を施設の管理・運営等に活かしていく事業であることから、市民に
とって有用な機会である。

左記として判断した根拠

　市の公共施設の管理・運営のために実施する広聴事業であることから、市
が実施するべき事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１４年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1930責任者 問い合わせ先大石　寿生所管部署 市長公室　広聴課

広聴事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

公共施設見学会

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 031220 － 002

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

　各施設においても、多くの施設で見学会や利用者アンケートを実施し、施
設の運営・管理に役立てている。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容

　公共施設を見学してもらい市民の意見を施設運営に活かしていく事業であり、合併により市域が拡大し、なじみの薄かった施設を見学
してもらうことで、新市への理解を深め、旧市間の融和を進めていくことを目的とした事業ですが、合併後年数が経過し新市への理解が
進んだこと、多くの施設で独自に見学会や利用者アンケートを実施し管理・運営に活かしていること、関東指定都市においても同様の状
況から廃止されている事業であることから、既に事業目的を果たしており、平成２２年度中に事業廃止の検討を進めます。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（平成２１年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市政の課題をテーマに設定し、テーマに沿って市長と市民が直接対話した
内容を市政に生かす手法として有効な事業である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
タウンミーティングは、設定したテーマについて市長が直接市民と対話することにより、迅速に市民意見を市政に反映できる事業であるた
め、今年度策定する「（仮称）広報（情報提供）マスタープラン」の策定作業を進める中で今後のあり方を検討し、事業を実施します。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

タウンミーティングで提出された市民意見は、市政に反映している。

左記として判断した根拠

会議録の作成は民間に委託し、コストを削減している。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市民一人ひとりがしあわせを実感することができる市政にするため、市民の声を迅速に市政に反映させる機会として、市長と市民が直
接対話するタウンミーティングを、毎年度各区2回計20回開催するものです。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

広聴事業

048-829-1930責任者 問い合わせ先大石　寿生

コード 031220 － 003
タウンミーティング

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市長公室　広聴課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

市民の市政に対する意見を市長が直接聴き、市政に反映させることで市民
サービスの向上を図ることができる事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市の施策に反映することを目的とした事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他政令市は年に２～６回の開催実績であるが、市長が市民と直接対話する機
会を多く設けることで市民の声をより市政に反映することができる。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

調査結果は予算編成の基礎資料として活用されるほか、個別調査の各分野
の所管が施策に活用している。

左記として判断した根拠

調査票の作成、データの入力・集計・分析、報告書の作成については民間委
託し、コストを削減している。調査票の郵送・回収は、回収率向上の視点から
直営としている。

　事務改善

他政令市すべてで同様の市民意識調査を実施している。

市政全般に渡る市民の満足度や要望を把握する手法として、無作為抽出による在住者5000名及び市外から市内事業所に通勤して
いる在勤者2000名を対象としたアンケート調査を経年的に実施し、その調査結果を施策や事業の推進指標として活用するものです。

市政に対する市民の満足度等を把握し、施策に反映することにより市民サー
ビスの向上が図れる事業である。

左記として判断した根拠

市の施策に反映することを目的とした事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１９年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1930責任者 問い合わせ先大石　寿生所管部署 市長公室　広聴課

広聴事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

市民意識調査

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 031220 － 004

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市民意識を定量的に経年で把握するためには有効な事業である。また、個
別分野の意識調査の希望を庁内に照会し、とりまとめて調査を実施している。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
市民意識調査は、市政に対する市民意識を定量的に把握し、市政に市民の声を反映する事業であるため、今年度策定する「（仮称）広
報（情報提供）マスタープラン」の策定作業を進める中で今後のあり方を検討し、事業を実施します。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（平成２２年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

様々な手法で集めた市民の声を一元管理するためのデータベースはない。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
集積した市民の声を検索・分析できるデータベースのシステムを平成22年度に構築し、市政に市民の声を反映できるようにするものであ
るため、今年度策定する「（仮称）広報（情報提供）マスタープラン」の策定作業を進める中であり方を検討し、事業を実施します。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

一元管理のシステムを導入することにより、事務の効率化ができる。

左記として判断した根拠

システム構築・データ入力は、民間委託することによりコストの縮減が図れる。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

コールセンター、わたしの提案、陳情・要望、市民意識調査、タウンミーティングなどに寄せられた「市民の声」を集積し、市政に反映す
るためのデータベースを作成・運用するものです。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

広聴事業

048-829-1930責任者 問い合わせ先大石寿生

コード 031220 － 005
市民の声集積事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市長公室広聴課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

様々な手法で集めた市民の声を一元管理するためのデータベースを作成す
ることにより、市民の声の市政への反映を図ることができる。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市政に対して寄せられた市民の声を集積する事業である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他政令市についても市民の声のデータを管理し、市政に反映している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ ク

会議の参加等により、広聴事業全般を効果的に実施することができる。

左記として判断した根拠

職員の会議への参加等は民間委託できない。

　事務改善

他政令市すべてで同様のサービスを実施している。

広聴課の事業全般を実施するために必要な消耗品の購入及び研修・会議の参加を行うものです。

市民の声を市政に反映する様々な広聴事業の実施に伴い、必要な事業であ
る。

左記として判断した根拠

市民の声を市政に反映する様々な広聴事業の実施に伴い、実施する事業で
ある。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

大都市広報広聴主管者会議をはじめとして、広聴事業を推進するために必
要な会議等への参加旅費である。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１５年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1930責任者 問い合わせ先大石寿生所管部署 市長公室広聴課

広聴事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

広聴活動推進事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 031220 － 006

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

広聴事業全般を実施するための事業である。
　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容 様々な広聴事業を効果的に実施するためには、研修・会議の参加等が必要であるため、事業を継続します。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

　事務改善

　拡　大

オ

カ

3.全部委託 4.補助金

キ

ク

⇒
　終　了

　継　続

オ

平成１３年５月１日以後（平成１５年度）平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

1.全部直営 2.一部委託

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

意見を表明したい市民誰もが意見を寄せることができる手法として有効であ
る。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

点検後の
方向性

ア

ウ

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

効率性

　移　管

イ

　廃止又は凍結

特定財源

見直し内容
パブリックコメント制度は、政策形成段階において市民意見を市政に反映できる制度であり、今年度策定する「（仮称）広報（情報提供）マ
スタープラン」の策定作業を進める中で今後のあり方を検討し、事業を実施します。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

パブリックコメント制度を運用することにより市民意見を市政の様々な分野に
反映することができる。

左記として判断した根拠

制度の運用は市が直接行うものである。

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

事業類型

市の基本的な政策の策定等にあたり、当該政策等の形成過程の情報を公表し、公表した情報に対して提出された市民意見及び意見
に対する市の考え方を公表することにより、市民の意見を市の政策等に反映させる「パブリックコメント制度」の適正な運用を行うもので
す。

事業開始年度

事業概要

　　有 　　無・

パブリックコメント事業

048-829-1930責任者 問い合わせ先大石寿生

コード 031231 － 000
パブリックコメント事業

事務事業名

事業名

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

所管部署 市長公室広聴課

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

県との見直し協議が必要な事業（B)

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

有効性

根拠

パブリックコメント制度は、市民にとって重要な政策を市が決定する前に市民
が意見を表明できる制度である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

市の施策に市民意見を反映する制度である。

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

他政令市すべてで同様のサービスを実施している。

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　縮　小

　統廃合

エ

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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１　事業の概要

２　事業の点検

３ 見直しの方向性

　移　管

　廃止又は凍結

　縮　小

オ

カ

キ

ク

　拡　大

　終　了

　継　続

⇒ オ

直近の平成22年3月の実績で、1日あたりの対応件数は約198件となってお
り、目標値の200件をほぼ達成している。

左記として判断した根拠

専門の訓練を受けたオペレーターが、親切・適切な対応を行うことで市民
サービスの向上が図れる。

　事務改善

他政令市すべてで同様のサービスを実施している。

市民からの問い合わせに迅速かつ効率的に回答するとともに、市民からの要望等を把握して市政に反映させるため、市民からの電
話・FAX・E-MAILの問い合わせに対して、FAQ（よくある質問と回答）を活用してオペレーターが回答する「さいたまコールセンター」を
運営するものです。

市民の市政に対する問い合わせ等に対して迅速に回答でき、市民サービス
の向上を図ることができる。

左記として判断した根拠

市政に対する問い合わせに回答する事業である。

5.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4.補助金

　　有

　 　 関東指定都市を上回るサービス水準
　 　 関東指定都市と同レベル以下のサービス水準

左記として判断した根拠

　 　 市が職員に対して支出している事業
　 　 本来職員自らが負担すべき事業

　　無・

４　サービス水準の妥当性　【メルクマール(３)②】

根拠特定財源

事業開始年度

事業概要

メルクマールによる見直しが必要な事業（C)

平成１３年５月１日以後（平成１９年度）

1.全部直営 2.一部委託

平成１３年５月１日前（旧市（　　　　　　　　　　　　　）・　　　　　　　年度）

3.全部委託

048-829-1930責任者 問い合わせ先大石寿生所管部署 市長公室広聴課

コールセンター運営事業

事業のコストや手法が適正かの検討が必要な事業（A)

事業類型

コールセンター運営事業

事務事業名

事業名

県との見直し協議が必要な事業（B)

２　役割分担の徹底　【メルクマール(２)】 左記として判断した根拠

根拠法令

実施方法

妥当性

メルクマール

コード 031232 － 000

　　　　　　　　　　平成２２年度事務事業総点検表 様式２

ウ

イ

５　類似事業との統合及び代替制度の検討　【メルクマール(３)④】

市民からの市政全般に渡る質問に対して、窓口を一元的に集中させて回答
する事業である。

　  　類似事業と統合可能      　   　類似事業と統合不可能
　  　類似事業なし　　　　　　　 　  　代替制度の検討

効率性
　 　 民間委託済み
　 　 民間委託（全部又は一部）により成果を低下させず
　　　コスト削減可能
　  　民間委託不可能　　　　　　　  　民間に担わせる

エ

　 　市民に必要な事業
　 　市民に必要ではない事業

６　費用対効果の妥当性　【メルクマール(３)①③】

７　民間活力の活用　【メルクマール(６)】

　 　費用対効果が低い事業
　 　費用対効果を満たしている事業

　 　 市が実施すべき事業
　 　 国や県、民間で同様又は類似の事業を実施している事業

３　職員に対する公費支出の妥当性　【メルクマール(７)】

　統廃合

８　公平公正の原則　【メルクマール(１)】

　 　収入未済や不納欠損あり
　 　受益者負担の見直し等で歳入確保は可能

見直し内容
平成22年3月の対応件数は平均約198件となっており、ほぼ目標値の200件に達しています。市民への周知をさらに図る必要があります
が、コールセンターは市民の問い合わせに対して一元的に迅速に対応できる事業であるため、今年度策定する「（仮称）広報（情報提
供）マスタープラン」の策定作業を進める中で今後のあり方を検討し、事業を実施します。

左記として判断した根拠１　事業の必要性　【メルクマール(４)】

点検後の
方向性

ア

左記として判断した根拠

左記として判断した根拠

有効性
左記として判断した根拠

（１） （２） （３）① （５） （６） （７） 該当なし（３）② （３）③ （３）④ （４）
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